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（２）レイオフの規制と雇用保障の追求
 ８４年協約：「ジョブバンク」の導入
自動車産業においては，８０年代初頭の厳しい不況から脱出し，業績がめざましく改善した後でも，
GMを筆頭に人員削減と工場閉鎖の動きが止まなかった。そこで UAWはレイオフ時の所得保障の
充実と並行して，レイオフそのものの規制を通じて雇用保障を追求するという新たな方向へ舵を切
った。以後およそ２０年以上にわたって，雇用保障の獲得と強化が協約改定交渉における UAWの最
大の目標となった。他方，経営側も主として賃金・付加給付における譲歩の見返りとして，また一
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部は，作業組織の改編を組合に受容させる切り札として，その要求に応じた。
８２年の「譲歩協約」が出発点であった。組合が賃上げの凍結に合意し，ワークルールの変更権を
ローカル組合に与えるという重大な譲歩を行った見返りに，経営側も多様な雇用保障を約束した。
第１に，向こう２年間，部品のアウトソーシングに基づく工場閉鎖を行わないこと（工場閉鎖モラ
トリアム）を承諾した。ただし，販売不振や内部事業の統合による閉鎖は可能であったが，その検
討を行う場合には，理由と日程をできるだけ速やかに組合に文書で通告し，これらについて組合は
議論する権利を持つことが確認された。第２に，GMは８２年１月の交渉中断以降に閉鎖した６工場
のうち，デトロイトなど４工場の再開に同意し，さらに他の２工場の閉鎖によって影響を受ける組
合員５０００人の支援を約した。第３に，GMは選ばれた４工場（フォードは３工場）において，従業
員の８０％の雇用を８４年９月の協約終了時まで保障する「終身雇用」Lifetime Employmentの実験的
プラン（Pilot Employment Guarantee Project）の実施に合意した。もしここで雇用の削減が必要と
なった場合にも，自然減と会社内外の他の仕事への割り当てによって乗り切る方針が打ち出された。
最後に，アウトソーシングを決定する際には，現在の労働者の雇用を最大限確保すること，また，
当該工場の従業員の１０％あるいは１００人の従業員（のいずれか少ない方）を永続的にレイオフする
ような外注の決定については，６０日前までに組合に文書で事前通告することを約束，さらにこの通
告を受けた組合が部品生産を社内で続けるために労働慣行を変更するという，全国協約からの逸脱
を検討・提案するため３０日の猶予が与えられた。このように８２年協約は，賃金面における譲歩の見
返りとはいえ，雇用保障に初めて本格的に踏み込んだ画期的な合意となった。これ以後，改定交渉
のたびに新たな合意が積み上げられ，雇用保障の内容が豊富になってゆくのである。その過程を概
観しよう。１）
まず８４年には，「アメリカの主要な企業との団体交渉の歴史のなかで匹敵するものがないほど画
期的な協定」と UAWが自賛した「雇用機会バンク保障計画」（Job Opportunity Bank-Security Pro-
gram : JOBS，フォードでは Protected Employee Program : PEPと呼ばれた）が合意に達した。２）GM
のロジャー・スミス会長もまた，アメリカの労使関係に新たな１ページを加えるものとこれを高く
評価した。協定の目的は，勤続１年以上の労働者を新技術の導入，生産性向上のためのワークルー
ルの改編，部品・資材のアウトソーシング，会社内での生産の移転や統合などの合理化策を理由と
するレイオフから守ることにあった。これらの原因によって本来ならレイオフされるはずであった
労働者は，特別に設けられた従業員開発バンク（Employee Development Bank）に配属され，本人
が再雇用ないし退職するまで，あるいはこの計画のために用意された資金が枯渇するまで，従来の
賃金と付加給付を保障されながら教育訓練を受けたり，訓練中の労働者を代用したり，他の事業所
や他の仕事に配転されたりすることとなった。もし，バンクへの配属やバンク内での仕事の割り当
て（セニョリティ順に受ける同一ゾーン内の仕事の紹介，他の事業所への配転・応援）を拒否した
場合には，レイオフされる取り決めであった。約言すれば，雇用保障の前進にとって８４年協約がも
１）以上については，主として，UAW-GM Report , March１９８２.による。このほか８２年協約では，失業ならびに
就業中の労働者が新しい仕事を見つけるのを助けるため，労使共同で運営する人的開発・訓練計画が会社出
資で設けられた。
２）UAW-GM Report , September１９８４, p.２．なお，クライスラーとは８５年協約で Employment Security System :
ESSという名称で，GMの JOBS，フォードの PEPと等しい内容をもつ計画が合意された。
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った画期的な意義とは，レイオフを販売不振に基づく減産に事実上限ったことにあった。
バンクに配属された労働者の賃金・付加給付を保障するため，SUB同様，GMは最大限１０億ド
ル（フォードは２億８０００万ドル，クライスラーは１億７０００万ドル）の拠出を約束した基金を作った。
会社が拠出金額の上限を明示したことは，JOBSに制度的な裏付けを与え，同時に，会社にとって
も計画に伴う金融的な不確実性を最小化する利点を持った。３）また，この計画は３年協約の他の部
分と切り離され，つぎの協約の最終年度（１９９０年と想定された）まで実施されることになった。計
画の運営のため，全国，地域，ローカルの３つのレベルにそれぞれ労使合同委員会（Job Security
Committee）が作られ，資金の管理に加えて，いずれのレイオフがバンク行きの対象になるかとい
う難しい作業の決定にあたった。委員会の運営はまた，労使協調の促進に資することをもねらいと
していた。
JOBSの基金は控え目な規模でスタートした。最大限１０億ドルの拠出約束は，GMの全労働者１
人１年あたり４７５ドルあるいは年間４０００人の労働者の賃金・付加給付を保障できる程度の金額であ
った。むしろ初期には資金不足が懸念されたが，会社側は年率４％（１万４０００人）の自然減耗や早
期退職計画の導入によって，バンクの登録人員は有資格者よりも少なくなる可能性が大きいため，
十分に足りると判断した。４）
JOBSは新技術の導入そのものには反対しないという組合の伝統的な立場を確認したうえで，こ
れによるレイオフを禁じ，影響を受ける労働者に SUBより手厚い所得保障を与える画期的な計画
であった。繰り返しになるが他の制度と比較すれば，JOBSは基金が維持される限り，セニョリテ
ィ１年以上のすべての労働者に最長６年間にわたり１００％の賃金と付加給付を保障したのに対し，
SUBは公的な失業保険給付と合わせ９５％を最長２年間，GISは１０～１５年以上のセニョリティをも
つ労働者に対して５０～７５％をそれぞれ支給したに過ぎなかった。
経営側にとってもこの協約は，アウトソーシングや新技術の導入に関する経営権を直接制限せず，
合理化や要員削減への組合の協力を取り付け易くする役割を果たすことが期待された。本来ならレ
イオフされた労働者は予備要員としてバンクに配属され，訓練を施したうえで，別の仕事に移され
るなど，より柔軟かつ効率的な人材配置を可能にするはずであった。５）しかしその反面，レイオフ
による労務費の削減効果は大きく低下し，むしろそれを固定費用化するものであった。販売が現状
維持ないし増加する限り，生産性の上昇，製品や部品の外注により雇用を削減する場合にも，すべ
ての労働者を給与表に乗せておくことが強制されたためである。
JOBSの金融的負担は GMが近代化・合理化を進めるほど高まり，つぎの８７年協約でバンク基金
の上限が１３億ドルに増額（フォードは５億ドル，クライスラーは２億１０００万ドル）されたのを皮切
３）R.N.Block（２００６）, Labor Relations in the Unionized Automobile Assembly Industry in the United States :１９６１―
２００６, Paper prepared for the Local Legislative Agenda for the Automotive Partnership Council for North
America, Toluca, Mexico,１９―２１July２００６, p.７
４）H.C.Katz（１９８５），Shifting Gears : Changing Labor Relations in the U.S. Automobile Industry, The MIT Press,
pp.１７６～１７８，仁田道夫「１９８４年 GM-UAW協約」『日本労働協会雑誌』１９８５年３月。
５）Katz（１９８５）p.３７．吉田誠氏は，ジョブスプログラムはレイオフを一掃したわけではないが，従来の不安定
雇用を労使の合意のもとで改善，安定的な雇用関係を構築しようとする試みであり，「先任権の確立期」と同
じような意味を持つものと評価している（「米国における解雇―予備的考察」 http : //myoshida.main.jp/Doc-
dir/０００１２９.pdf）２０１２年１０月１０日アクセス
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りに，以後，増加の一途をたどった。このため GMはバンクの要員を削減することを目的に，８４
年協約の一環として，通常の早期退職制度の拡充と並んで，バイアウトと呼ばれる希望退職制度（自
発的退職計画 VTEP : Voluntary Employment Termination Program）を導入した。VTEPは勤続年
限が短く，通常の早期退職資格を持たない労働者に対しても特別退職勧奨一時金を支払う制度であ
り，８４年以後，２万４０００人の GM労働者がこれを受け入れて退職した。６）これらの人員削減計画が
雇用保障の不可欠な前提となっていたのだが，この点については年金を論ずる次節であらためてふ
れよう。
JOBSの運用の実態については必ずしも十分な情報が得られなかったが，８４年協約の有効期間に
GMは１０億ドルの基金のうち１２％を支出し，１２，０００人程度をバンクに登録したという。ちなみにフ
ォードはこの期間に２億８０００万ドルの６％を支出し，２０００人を登録したから，GMが抱えた過剰設
備・人員の規模の相対的な大きさがわかる。７）また，JOBSを最初に実施した工場のひとつである
GMリンデン工場に関してはMilkmanの紹介がある。それによると，この工場では８５～８６年に新
たな生産技術と新たな製品（キャデラックの大型車からシボレーの小型車への転換）が同時に導入
され，生産工の大部分はレイオフされた。８６年８月から JOBS（およびレイオフ労働者の工場への
リコール）が始まり，バンクは「回転ドア」の役割を果たしたという。つまり８６年１１月にバンクに
は６００人の労働者が配属されていたが，翌１２月には１００人，８７年５月にはゼロへと落ち込んだ。これ
はリンデン工場では，バイアウトの人気が高く，その受け入れ率が他の工場を大きく上回ったため
であった。バンクに配属された労働者は速やかにバイアウトに応募し，また，他工場への自発的な
移動を含む配転を受け入れ，さらに通常の早期退職制度を活用した。計画実施の初年度（８６年８月
以降）のバンクからの脱出方法をみると，９０５人がバイアウト，９９人が早期退職，３００人が GMの
他工場への自発的な配転を選んだという。なぜ，リンデンでバイアウトが選ばれたかという理由に
ついてMilkmanは，他州への移動を拒否すればレイオフされるのに加え，労働者がバンク資金の
上限に不安を持つ（実際，９３年には基金が枯渇する事態に陥った）など JOBSに不信感を抱いたこ
と，また，若年のセニョリティの相対的に短い労働者は GMにおける将来の雇用の安定性に懸念
を持った反面，他で仕事を見つけられる自信がより大きかったこと，そしてより根本的には，GM
工場で働くことへのネガティブな感情が強かったことを指摘している。リンデンの労働者の多くが
７０年代初頭に労働強化に反対して大規模なストライキを展開した，きわめて戦闘的な「ローズタウ
ン世代」であったという事情もあげられた。この結果，Milkmanはバンクを「短命に終わったベ
ンチャー」と評価している。８）しかし，その後の破たんに至るまで，ジョブバンクが GMのずさん
な経営の一つの象徴としてしばしば論及されたことを考えると，このような評価は必ずしもすべて
の JOBSに当てはまるわけではなさそうである。
これに関連して，しばしば酷評されるバンク運営の実態をMilkmanの研究から垣間見ると，リ
ンデンのバンクに配属された大部分の労働者は用意された１日８時間のクラスに通った。しかしバ
６）Ruth Milkman（１９９７）, Farewell to the Factory, Auto Workers in the late twenty century, University of California
Press, pp.９７―９８．
７）M.Hardy, L. Hazelrigg and J. Quadagno, Ending a Career in the Auto Industry,“３０ and Out” , Plenum Press,
１９９６, p.４２．
８）Milkman（１９９７）, pp.９９～１０３
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ンクの規模が小さく，回転率も高かったため，提供される訓練機会には限界があった。会社はコミ
ュニティ・カレッジと協定して高卒資格の取れる講義科目やカレッジレベルのコースを提供したが，
職業訓練の機会は少なく，このため受講者からは GMや自動車産業以外で仕事を見つけることは
不可能だという不満も出た。結局，参加者の多くは，提供される教育機会より所得保障という面で
ジョブバンクを評価した。さらにMilkmanは，他の工場のジョブバンクでは，労働者はたんに建
物の中にいるだけで，教室に通わなかったという新聞報道を紹介している。９）さらに，自動車産業
の年金問題の専門家であるローウェンスタインは，JOBSは実際には，何もしないで基本給をまる
まる貰うものだと制度を辛らつに批判，「GM内で実現された究極の社会保障」とまで評した。こ
の制度が発足した時，UAWのスタッフは会社の意図がジョブバンクを通じて労働者を多能工へと
訓練し，職務区分単純化の先兵を育てることにあるではないかとまで警戒したのだったが。１０）
最後に，８２年の「譲歩」協約で初めて合意されたアウトソーシングを原因とする工場閉鎖のモラ
トリアムは，８４年協約においては，フォードでは再確認されたのに対し，GMでは合意に至らなか
った。しかしその見返りに組合は，将来，米国において小型車生産計画に積極的に取り組むという
言質を経営側から獲得し，これはのちに「サターン」計画として実現した。また，工場閉鎖によっ
て大きな打撃を受けた地域を中心に，失職した UAW組合員に雇用機会を提供するため，労使共同
で新しい事業を開始する計画（New Business Venture Development）が発表された。組合が新た
な，非伝統的な分野で起業プランを立て，それに GMは最大１億ドル，フォードは３０００万ドルの
支援を行うというものであり，UAWはこれを「雇用拡大のための歴史的な Firstのひとつ」と高
く評価した。１１）
 ８７年協約：雇用保障人数の明示
続く８７年の協約の改定交渉が始まるまでの期間，GMにおける労使関係の緊張は高まった。同社
はマーケットシェアの持続的な低下に見舞われ，８６年には実に約６０年ぶりに純利益額でフォードを
下回った。利益減の原因の一端は，８０年代初頭の不況期におけるリストラがフォード，クライスラ
ーほど徹底しなかったのみならず，その後の好況期に設備と人員を拡大させたことにあった。また，
GMは高コストの社内部品事業への依存度（部品内製率）がフォードより高く，これもまた，フォ
ード，クライスラーより高コストとなる要因とみなされた。このため８６年以降にロジャー・スミス
GM会長は，工場閉鎖・人員削減と部品資材の外注（アウトソーシング）を通じて，「大々的なコ
スト削減運動」を展開する方針を固めた。その一環として８６～８７年には国内１１工場，約３万人の工
場労働者を削減（実際には自然減による）する計画を発表したが，後に，人員削減の規模は９０年末
までに３万７０００人へと上方修正された。１２）
好調な業績のゆえに UAWの交渉の標的となったフォードとの交渉が順調に進んだのに対し，工
場閉鎖に固執する GMとの交渉は難航した。しかし，フォードと合意された雇用保障条項は，販
９）Milkman（１９９７）, pp.１００～１０１,２５１.
１０）ロジャー・ローウェンスタイン（２００９）／鬼沢忍訳『なぜ GMは転落したのか―アメリカ年金制度の罠』
日本経済新聞出版社，７３頁。ここまでゆかなくとも，Katzもバンクの費用は訓練費ではなく，離職手当のよ
うなものであり，GMはバンクの労働者をどのように処遇すべきかわからなかったと評している（New York
Times, February２６,１９９３に寄せたコメント）。
１１）UAW-GM Report , September１９８４.
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売不振時をはじめ限られた条件のもとではレイオフや工場閉鎖を許容し，早期退職制度などを利用
した雇用保障人員の削減も容認していた。さらに，すでに発表されていた GMの工場閉鎖は新協
約の適用外として認められた。他方，UAWは協約改定への合意を引き出すため生産性上昇で GM
に協力する姿勢を示した。かくてスミス会長もようやく，ストライキよりは被害は小さいと判断し
て，新協約締結の最大の難問となっていた雇用保障，工場閉鎖モラトリアムに同意した。１３）
新協約は JOBSを基礎に，雇用保障をさらに強化する内容となった。まず第１に，８４年の前協約
は，すでにふれたように，販売不振などごく少数の限られた理由以外によるレイオフを禁じ，いわ
ば雇用喪失を引き起こす原因をごく狭い範囲に限定することによって雇用保障をはかったのに対し，
新協約ではより直接的に，雇用保障の対象となる人数を明示することによって，それをねらった。
すなわち協約の発効時に雇用されていたセニョリティ１年以上の労働者は，工場の交渉単位ごとに
設けられた「保障された雇用水準」（Secure Employment Levels : SEL）として雇用保障の対象とな
り，１４）販売不振に伴う生産削減，工場の売却やモデルチェンジ，工場の再編などごく限られた理由
以外ではレイオフされないことになった。もし生産効率の上昇，製品や部品の外注により工場で雇
用を削減する場合にも，当該労働者は JOBSを通じてバンクに配属された。ごく単純化すれば，協
約発効時の GMの３３万５０００人の工場労働者は，本協約の終了時まで，ごく限られた理由以外で仕
事を失うことはなく，給与表に乗せられたままとなる。言い換えれば，GMは販売が現状維持ない
し増加する限り，すべての労働者を給与表に乗せておかねばならないので，これは米国内での生産
を維持ないし増加させるインセンティブとなると組合は評価した。
第２に，雇用保障の対象数（SEL）の増減ルールが定められた。まず，セニョリティ１年未満の
労働者が勤続１年に達したり，生産増加や新しい作業の内製化によりセニョリティ１年以上の労働
者がリコールあるいは新規雇用されたりした場合には，SELはその分だけ増加する。他方，中途
退職，リタイヤー，死亡など自然減耗の場合には，２名の減に対し１名の割合で SELは削減され，
さらに，特別の早期退職制度の利用や工場閉鎖などの場合は，１名の減に付き１名の割合で削減さ
れた。SELは定期的かつ頻繁にこれらの変化に調整されるが，協約発効時に最初に調整を行う期
日を定め，この日に調整された SELと現実の雇用数とが比較され，実際の雇用数が SELを下回っ
た場合には，速やかにリコール，地域雇用（Area Hire）リストからの従業員の選択あるいは新規
採用によって補充しなければならなかった。
この自然減の補てんルールを定めたことが８７年協約の最大の特徴であった。これは，雇用保障の
強化を求める組合と生産性を引き上げるため要員数を減少させたい会社との間の妥協の産物と言っ
１２）アルバート・リー／風間禎三郎訳『GMの決断―ロジャー・スミス会長，夢に賭ける』ダイヤモンド社，１９８９
年，５８～５９頁。閉鎖されたのは６つの組立工場と４つのプレス工場，１つのエンジン工場であり，７万８０００
人の労働者が失業した。
１３）８７年協約の概要については，UAW-GM Report , October１９８７がベースだが，G.Ruben, “A review of collective
bargaining in１９８７” U.S. Department of Labor, Monthly Labor Review , Jan.１９８８, “Developments in Industrial
Relations”, Monthly Labor Review , Nov．１９８７, pp.３１―３３, Do, Dec.１９８７, p.５１, J.Holusha, “G.M. and U.A.W.
Reach Tentative Pact”, New York Times, October１８，１９８７，萩原進「１９８７年自動車産業の協約更改交渉」『日
本労働協会雑誌』第３４３号，１９８８年２／３月などを参照した。
１４）これと同じ内容のものは，フォードでは Guaranteed Employment Numbers : GEN，クライスラーでは８８
年協約で Base Employment Levels : BELと呼ばれた。
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てよかった。ジョブバンク計画の実施以降，GMはさまざまな手段を通じて退職を促進し，早期の
希望退職を募ったが，この場合，しばしば１：１で要員が削減され，現場では大幅な人員の減少に
不満の声が上がったと組合は主張した。過去に経験されたこのような自然減によるジョブの大幅な
喪失を防ぐため，今回はその半分を必ず補充することが協定され，しかもその補充はレイオフ者が
存在する限りは，彼らの職場復帰によるものと定められた。むろんこの協約でも予想される自然減
の半分程度を補てんできるに過ぎないが，それでも要員の減退をある程度にとどめ，レイオフ労働
者の職場復帰を促進することができると組合は評価したのである。１５）
このように経営側は雇用保障を認める見返りに，よりフレキシブルなワークルールを受け入れる
よう全国組合の指導部がローカルを説得するという約束を得たことが８７年協約の核心とされてい
る。１６）すなわち，会社側は全国およびローカルレベルに新たな労使合同委員会を設立し，製品の品
質や作業効率の改善を図るために組合がいっそう協力するという約束を獲得した。GMでは，既設
のローカルレベルでの JOBS委員会に加え，新たに National Job Security and Operational
Effectiveness Committeeが設立され，ローカルに設けられた委員会の監督と支援にあたることとな
った。ローカルレベルの委員会は協約発効後６か月以内に，GMのマネジメントおよび全国組合と
協力して，上の目的に資する改善計画を作成する。改善計画が取り扱う範囲は広く，品質改善と効
率上昇に必要とされる設備投資の特定，チーム概念および賃金決定方式の確立，過去のアウトソー
シングの決定の評価と内製化，新事業の特定，新たな労働組織形態のテスト，アブセンティズム対
策，熟練工の職務区分の縮小などが含まれた。
もっとも，UAW内の反主流は８７年協約が実際には雇用保障につながっていないと批判した。彼
らは，GMが「販売不振によるレイオフ」を拡大解釈し，協約逃れを図っていると指摘した。その
結果，８７年以後９０年までに１３の北米工場が閉鎖され，その後も，北米での生産性と利益率を改善す
るための長期戦略の一環として，同様の手段が計画されているという。この種の批判もまた，その
後，長期にわたって続くことになる。
なお，この計画の実施のため，会社は JOBS基金への拠出金額を前協約より３億ドル多い１３億ド
ルに増やした。ただし，基金が枯渇すれば計画は中止され，該当者は通常の SUBの利用へと移行
されるという原則は生き残った。また，この計画はジョブバンクを管理する既存の Local, Area, Na-
tionalの各レベルに作られた労使合同の JOBS委員会が担当することになった。
 ９６年協約：「ミニマムフロア」の設定
８７年協約で作り上げられた雇用保障の枠組みは，９０，９３年の協約においてもほぼそのまま踏襲さ
れた。しかし，モラトリアムが合意された８７年以降も，すでにふれたように，GMでは工場閉鎖が
相次ぎ，UAWは会社が「販売不振によるレイオフ」を拡大解釈し，９０年までに１３の北米工場を閉
１５）UAW-GM Report , October１９８７では，８７年協約の意義として，８４年協約では，いずれのレイオフがバンク行
きの対象となるか，誰が雇用保障の対象となるという決定は労使合同委員会に委ねられ，会社の決定に異を
唱える場合には，組合がそれを立証しなければならなかった。しかし８７年協約は雇用保障の対象・人数を最
初から明らかにしていたから，レイオフを行う場合は，会社側に挙証責任が課せられたことをあげている。
１６）萩原進「１９８７年自動車産業の協約更改交渉」を参照。フォードについても同様のことが言われた。“Ford-UAW
Agreement Combines Job Security and Flexible Work Rules”, Los Angeles Times, September１８,１９８７, J.Risen,
”Ford Workers Ratify３―Year Pact : UAW Will Resume Talks at GM”, Los Angeles Times, October１,１９８７
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鎖したとして仲裁裁定に持ち込んだ。しかし，会社側は売れ行きの悪い車を生産している工場を「期
限を定めず一時閉鎖する」ことを「アイドリング」と称し，協約に違反しないと主張，仲裁ではこ
の GMの主張が認められた。同時に，GMはボストン・コンサルティンググループを動員して社
内部品事業のコストを調査，現状のままであれば半分以上の事業が廃止・外注されるとの報告書を
発表し，UAWの怒りをさらに買った。９０年交渉では，GMはビッグスリーの他の２社より大幅な
コストダウンを計画し，２：１の自然減補充プランの廃止や部品工場労働者の賃金・付加給付の引
き下げ交渉を組合に求めた。しかしこれらが拒否されたため，従来通り，早期退職制度や年金の充
実などを通じた退職促進策が続けられた。
景気回復と販売の増加，業績の緩やかな改善のなかで行われた次の９３年協約交渉では，依然とし
て大幅なコスト削減を図る GMとの交渉は難航が予想されたが，最終的には同社もフォードと
UAWとのパターンを受け入れ，従来からの所得・雇用保障の大枠を継続した。この結果，雇用保
障に関する９３年協約における重要な変化は，バンクに配属された従業員に「意味のある」仕事を割
り当てることは会社の義務であるという文言が加わった程度であったと評された。１７）
もっとも９３年協約では，すでに発表されていた電気機関車製造部門（イリノイ州）およびデルコ・
シャシー工場（オハイオ州）の売却を中止し，カラマゾーのスタンピング工場（ミシガン州）の閉
鎖を３年間（１９９８年まで），同じく，ノース・タリータウン工場の閉鎖を１年間（１９９６年まで）延
期することが合意された。加えて会社側は，部品生産の内製化により９００人の新規労働者を採用
し，２３５０人の新たな見習工（熟練職種）を雇用することを約束した。
このような譲歩と引き換えに会社側が獲得したものは，前項で見た，二層賃金の拡大とより離れ
た工場へ労働者を配転する権利であった。従来，レイオフされた労働者は５０マイル以上離れた工場
への配転は拒否できた（その場合でも SUBを満額受けとることができた）が，今回からその上限
は７５マイルへ延長され，しかも，その配転を拒否した場合には SUBは減額されることになった。
他方で，７５マイルを越えた移動を促進するため，金銭的インセンティブが強められた。
その後，９０年代半ばになると自動車産業の業績はめざましく改善した。しかし GMはコスト削
減の重要な手段として部品の外注を進めたため，組合側も強く反発，９６年春には，ブレーキのアウ
トソーシングをめぐって２つのブレーキ工場でストライキが起きたほどだった。かくて９６年の協約
改定交渉において UAWは，アウトソーシングの規制と雇用保障の強化を強く要求した。この結果，
労使は８７年協約をより明確化した雇用保障協定に合意した。すなわち，会社側はビッグスリーの工
場ごとに保障された雇用レベルを設け，各工場の雇用が目標以上か否か，また，いかなる理由で雇
用が減少したかによって欠員補てんの割合を決めることに同意した。その際，基本的な保障は２人
が離職すれば１人を採用することと定められた。１８）
９６年協約では，会社は協約発効時に１年以上のセニョリティをもった時間給労働者（１００％のベ
ースライン雇用と呼ぶ）のうち，最低限９５％の雇用を協約期間中は維持する（この９５％を GMで
はMinimum Employment “Floor”「ミニマムフロア」と呼んだ），そして，外注化によってネット
（内製化された分との差し引き）で雇用が失われた場合には，新規採用の義務を負うという新たな
１７）Block（２００６），p. ８
１８）H.Katz, P. MacDuffie and F. Pil（２００２）, Autos : Continyuity and Challenge in Collective Bargaining, in P.F.
Clark, J.T. Delaney and A.C. Frost ed., Collective Bargaining in the U.S. Auto Industry., p.７３.
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約束に合意した。いつもながらのことではあるが，UAWは９６年協約が「ジョブの数を維持し，よ
り多くの労働者に保護を広げると同時に，アウトソーシングによって失われた仕事を補てんするた
め会社に新規採用を行わせるメカニズムを作り出した」，アメリカの自動車労働者に与えられた最
も強力な雇用保障と自賛した。１９）
前協約では，自然減の場合には職を離れた人数の半分が，また，早期退職制度の利用や工場閉鎖
の場合には減った人数のすべてが雇用保障の対象から外されるルールとなっていた。しかし，これ
らの理由による退職者が増えれば，それだけ雇用保障の対象となる要員数は減少し，残った労働者
には負担がかかる結果となる。これを防ぐため，組合は新協約で現有労働者の９５％の雇用を保障さ
せることによって要因減の歯止めを獲得し，自然減の程度に応じた補てんルールを導入することに
成功した。さらに，アウトソーシングによって引き起こされた雇用喪失を埋め合わせ，失われた雇
用を社内に取り戻すためのインセンティブを用意したところも大きな特徴であった。
細部まで十分に理解したとは言えないが，この新たな条項の運用はほぼ以下のように要約できよ
う。まず，自然減が比較的少なく，工場の各交渉単位の雇用がベースライン雇用の９５～１０５％と堅
調に保たれた場合，会社は前協約同様，２人の自然減（死亡，リタイヤー，退職）につき１人をリ
コールによって補充する。その順序は，まず影響を受けた工場のレイオフ者，ついで優先雇用リス
ト登載者の順だが，リコールの対象者がいなくなったら補てん義務はなくなる。さらに，工場の雇
用が当初のベースラインの１０５％以上になれば，自然減の補てんは原則として中止された。
他方，自然減が増加し，現在の工場の各交渉単位の雇用水準が当初の９５％を切った場合（あるい
は何もしなければ９５％以下に落ちると予想される場合），GMはこのミニマム水準に雇用を維持す
る義務を負うため，自然減１人につき１人を補てんしなければならない。これが新協約の眼目のひ
とつである。ただし，販売不振によるレイオフが行われているときには９５％の維持義務の履行は延
期された。補てんの順序は，セニョリティ１年未満の不適格な労働者を適格とする，レイオフ者が
いる場合はリコールする，新規採用を行う，であった。ただし重要なことは，新規採用が行われる
のは，協約期間中に会社がアウトソーシングによってネットで雇用を減らした場合にのみ限られ，
アウトソーシング関連以外の出来事，例えば生産性の向上などでは義務付けられないという点であ
る。また，新規採用を行う前に，外注に出した仕事を社内に戻すために９カ月間の猶予が与えられ
る。そして，このような仕事を見つけられないときには，現在の操業状態からは必要でなくとも，１：
１の割合で新規採用を義務付けられたのである。
その一方，会社が買収ないし新規事業の開始によって増やした雇用は会社全体の SELの決定の
際に，その３分の２のみを「適格の従業員」とみなすことが許される。換言すれば，アウトソーシ
１９）UAW, How UAW Won job Security with the Big３ , UAW-GM Report, November１９９６, pp.４―５．９６年協約改定
交渉では，ターゲットカンパニーの設定は見送られ，組合との関係が良好なフォードから交渉が始まり，ク
ライスラー，GMの順で協議が展開された。すでに外注が進んでいるフォード，クライスラーとの協議は順
調に進んだが，それを促進している GMとの協議は難航した。なお，協約の暫定合意後早くも業界誌（Automo-
tive News, September２３,１９９６）は，これによってフォードは１０万５０００人の現場従業員のうち５０００人余を削減
できるが，GMがフォードの生産性に達するには１４万人余の北米の生産工のうち３万人（２０％程度）の削減
が必要だと述べていた。また，のちに（November１１）同誌はこの人数が今後の自然減によって達成可能だ
との GM首脳の声を紹介したが，それにはいっそう好条件の早期退職インセンティブが必要だとコメントし
ている。
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ングとは逆に，外部で行われていた事業を内製化することによって増えた雇用は，「ミニマム雇用
レベル」の決定の際に，３分の２だけ対象に加えればよいことになった。これによって会社の雇用
維持の負担を減らし，内製化を進め，新たな雇用の創出を図ったのである。また，この新たな事業
での賃金は当該部品産業，地域の組合員に一般的な水準で支払われ，このマスター協約で決まった
賃金水準は適用されないことも定められた。新規に部品事業を始める場合，事実上の賃金切り下げ
を認めたことになる。
おおよそこのようなメカニズムを通じて，組合は９５％の雇用保障と部品の外注化の規制を図った。
その一方，会社は生産性や競争力の劣る部品工場の売却に伴う解雇は雇用保障の対象外とすること，
新たに開始する部品事業においては低賃金を認めるなど，会社側にも雇用削減と部品事業の合理化
の可能性を与えた。２０）
この協約によってはたして雇用が守られるのか，『レイバーノーツ』は例の通り，厳しい評価を
下している。彼らは，従来の協約が自然減２人につき１人を補てんする約束をしていたものの，実
際には履行されず，その結果，過去３年間に３万人の時間給労働者が GMを退職したが，新たに
採用されたのはわずか５０００人に過ぎなかったことを指摘した。それゆえ９６年協約において UAWが
成果として喧伝する雇用保障の２つの柱についても，９５％条項には販売不振の抜け道があること，
部品事業の獲得や開始も二層賃金制度を永続させるものと批判した。２１）また，９６年協約の存在に
もかかわらず，各ローカルは自らの工場に新投資を呼び込もうとして，この９５％ルールの履行を要
求しなかった。２２）このため，雇用保障の実効性は疑わしいとの評価もあり，実際，Center for Automo-
tive Researchの調査によれば，９６年協約の２：１の補てんルールをフォード，クライスラー（ダ
イムラークライスラー）は遵守したが GMは無視し，その結果，同社ではストライキが頻発した
という。２３）
 ９９年協約：「BMM」の新設
１９９０年代後半の景気拡大に乗り，国内自動車販売はほぼ毎年史上最高を更新，ビッグスリーもま
ずまずの好収益をおさめた。ストライキを恐れる経営側の姿勢に乗じ，UAWは９９年の協約改定交
渉において，前節でみたとおりきわめて高い賃上げに成功したのに加え，雇用保障でも会社の新規
採用義務を強めるという成果を勝ち取ったと誇った。本協約の雇用保障については，UAWのレポ
ートに加え，篠原健一氏の優れた紹介と分析がある。２４）両者を参考に，その大枠を紹介しよう。
９９年協約において定められた雇用保障のレベルは９６年協約とほぼ同じであった。すなわち前協約
２０）『海外労働白書』１９９７年』http : //wwwhakusyo.mhlw.go.jp/wpdocs/hpyj１９９７０１/b００３５．html ２０１０．１０．１２ア
クセス
２１）Labor Notes, October,１９９６, p.１,１４, December１９９６.
２２）JIL『海外労働情報』（http : //jil.go.jp/kaigaitopic/１９９９_０６/americaP０１.htm）２０１２．４．２２アクセス
２３）Center for Automotive Research（２００４）, The Meaning of the２００３UAW-Automotive Pattern Agreement . p.２３
（http : //www.cargroup.org/pdfs/LaborPaperFinal.pdf）２０１１．１．２０ アクセス
２４）篠原健一「雇用保障」（石田光男・篠原健一編『GMの経験―日本への教訓』第８章 ２０１０年）。このほか，
秋元樹「なぜ UAW（全米自動車労組）は会社の「生涯雇用」提案を拒否したのか」『賃金事情』２０００年２月
５日（No．２３５７），JIL『海外労働情報』１９９９年１２月（http : //www.jil.go.jp/kaigaitopic/１９９９_１２/americaP０１.htm）
なども有益であった。
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同様，呼称は異なるが，新協約の発効時点で１年以上の先任権を持った正規従業員を指す「初期雇
用保障水準」（Initial Secured Employment Level）が各交渉単位に設定され，協約期間中に最低で
もその９５％の雇用保障が約束された。２５）前協約との違いは，それを実現する手続きにあった。９６年
協約では，自然減によって各交渉単位の雇用数が協約発効時の雇用レベル（「ベースライン雇用」）
からどの程度乖離したかを見極め，それに応じた補てん割合を定めて「ミニマムフロア」（９５％）
が維持できるように取り決められた。これに対して９９年協約では，補てん割合と方法を決める参照
基準として，交渉単位ごとに「基準となる最小限の雇用水準」（Bench Mark Minimum : BMM）と
いう指標が設けられたことが新たな特徴である。これは各交渉単位に設定された最低限の目標雇用
レベルであり，協約発効当初は SELの１００％で設定され，つぎの９９年１２月期にはその９９．７％，２０００
年第１四半期には９９．３％と，毎四半期ごとに３分の１％（０．３３３％）ずつ削減され，１５四半期目に
あたる最後の２００３年６月期には，初期雇用保障水準の９５％になるよう設計されていた。そしてこの
BMMと各交渉単位の SEL（SELの資格を持つ正規従業員数）が比較され，自然減による欠員を補
てんする方法と割合が決められた。このように，９６年協約が最低限９５％の雇用を維持するとしたの
に対し，今協約では，より積極的に９５％まで要員を削減される枠組みが作られたように思われる。
まず，協約発効以降の一定期間において，退職者が比較的少なく，SEL＞BMMであったとしよ
う。要員が堅調に維持されているため，退職者による労働者への作業負担の増加はそれほど大きく
ないと判断され，２人の自然減につき１人がレイオフ中の労働者からリコールされる。他方，退職
者が増え SEL＝BMMになると，労働者への作業負荷が過大になることを恐れ，１：１の割合で補
てんされる。その方法は９６年協約で９５％の維持に用いられたのと同様に，セニョリティ１年未満の
資格のない労働者を適格とする，レイオフ者がいる場合はリコールされ，最後に，協約期間中の外
注によってネットで雇用が失われた場合には新規採用が行われた。２６）
このような措置がとられた後でも退職者が生じ，SEL＜BMMとなった場合には，欠員の程度に
応じて異なる補てんルールが定められた。すなわち SELが BMMの９０～１００％の場合は自然減３に
つき１の割合で，SELが BMMの８０～９０％の場合は自然減２につき１の割合で，さらに，SELが
BMMの８０％未満の場合は１の減につき１の割合で新規採用すると定められた。この場合は，レイ
オフ労働者のプールがすでに消滅したことが前提となっているため，自然減の補てんは新規採用を
意味することになる。これは人件費の負担増に直結するので企業は慎重になる。また，組合も復職
の対象となる労働者がいなくなったので，レイオフ者がいる場合に比べ，退職者と同数の代替要員
を埋め合わせるインセンティブが小さくなり，３：１～１：１という補てんルールに合意した。こ
のため，補てんのルールはレイオフ労働者が存在する最初のケースより，会社にとって有利なもの
になった。２７）
しかし他面で，９９年協約では９６年協約より新規採用の要件が強められた。旧協約では，協約期間
中のアウトソーシングにより差し引きで欠員が生じた場合（net outsourcing action）にのみ会社に
２５）なお９９年協約では，SELを計算する基準が９６年協約のグループごとからユニットごとへと変更されたが，９６
年協約にあった会社全体における算定は中止された。
２６）レイオフ要員がいなくなったら，ジョブバンカー，Area Hire Area従業員（かつて当該工場に在籍したも
ののうち，いったんそこをレイオフされたが，代わりに半径５０マイル内にある近隣工場に就業しているもの），
Extended Area Hire従業員の順で再雇用され，最後に新規採用となる。
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新規採用義務が生じたが，新協約では，上で見たように，いかなる理由であれ，雇用が BMMと
等しい水準あるいはそれ以下にまで落ち込み，利用可能なレイオフ労働者のプールが消滅した時に
は，新規採用が命じられることになった。UAWは一つのユニットにおける雇用の喪失が大きくな
ればなるほど新規採用数も増加することに着目し，この協約は外注を強く抑制すると同時に，作業
の内注，雇用の維持を促進，旧プログラムよりもはるかに強い雇用保障を提供するものと，例のご
とく，高く評価した。
もっとも，ことはそれほど簡単ではないようである。篠原氏の調査によると，上の雇用保障制度
の運用にはかなり多くの問題点が残されていた。例えば，各工場の生産量は GM本社の需要判断
で決まり，それに基づいて算出される必要要員数もしばしば変動する。しかもこの必要要員数は
SELと BMMで決まる在籍者数とは別のロジックで決定されるため，生産状況によっては在籍者
の不足も起きるが，その際は，現場における工数の削減，ジョブコンビネーションによる合理化が
促進される。また，雇用制度が複雑化したため，要員管理について組合側の監視の目が行き届かな
いようになり，これを利用して経営側はジョブバンカーに就労させたり，退職者の数を過少申告な
どしたりして，要員をできるだけ減らそうとした。総じて，ある欠員を新規要員によって補充する
か，ジョブコンビネーションを行うかの具体的な判断は経営側に委ねられ，雇用保障のルールはあ
るが，その運用には不明瞭な点が残ると指摘されている。２８）
このほか９９年協約については，今後，各社でベビーブーマーズの大量離職が見込まれているなか，
新規採用数を退職者に条件づけることは勤続を続ける労働者に対し，実質的な雇用保障を意味する
という積極的な評価がある。１９９９年夏で４０％の GM組合員の平均勤続期間は２８年にも達し，６万
人の GMとデルファイの労働者が通常あるいは早期退職の資格を持っている。このため，GMと
デルファイは９９年に７～８％（最大１万５５００人），その後の４年間に６～７％の自然減退職を予測
している。したがって，５％以上の雇用減退が許されないのだとすれば，かなり大量の新規雇用が
必要となるはずだと考えられたのである。
反面，新規採用規定について，販売減は含まれておらず，シェア低下に悩む GMにとっては抜
け道になる可能性があること，また，９５％ルールは９６年協約にもあったが，各ローカルの責任者は
自分の工場に投資を呼び込もうとして，このルールの履行を要求しなかった経験があり，したがっ
て今回もルールの意義は未知数だという評価も見られる。証券会社のアナリストのなかには，新規
採用ルールのあいまいさを利用して，GMが自然減により組合員を２０％削減できる可能性もあると
評価している。２９）
２７）篠原健一「雇用保障」，２３２～２３９頁，UAW-GM and Delphi, Contract highlights, October１９９９. また，UAW・
Ford, Sixty Years, p.８２は，GMと同様の雇用保障方式である GENプログラムについて，次のように評価して
いる。すなわち，このプログラムは工場における個人の数のみならずジョブの数を維持することによって雇
用保障を強化した。アウトソーシングや自然減によって１人の労働者が離職し，レイオフ労働者のプールが
消滅したら，会社はその空席を埋めるために９０日以内に１人の新人を採用しなければならない「かつてない
雇用と所得保障」と高く評価している。
２８）篠原健一「雇用保障」，２３９～２４２頁
２９）JIL（１９９９）
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 デルファイの分離と外注規制
雇用保障を強化するため組合はすでにふれたように，部品・資材のアウトソーシング（外注）に
基づく工場閉鎖の禁止（モラトリアム）を求め，さらに進んで，アウトソーシングそのものを規制
する枠組み作りに向かった。これらの進捗度合いはビッグスリー内部でも異なり，労使関係が比較
的良好であったフォードでは一定の前進が見られた反面，リストラに立ち遅れ，高コストの社内部
品事業の合理化とそれへの依存度（内製率）の引き下げを強力に図った GMはこれらに難色を示
した。その結果，GMと UAWとの関係は他社より緊張し，労働争議も頻発するに至った。
 部品事業の合理化とデルファイの分離
すでにふれたとおり，８０年代以降における GMの合理化策の有力なターゲットは高コストの社
内部品事業にあった。このため，協約改定交渉のたびに会社側は部品工場で働く労働者の賃金・付
加給付引き下げ交渉を行う権利と組立工場よりも低い雇用保障を求めた。８７年協約交渉では，部品
工場に対するパフォーマンスボーナスが提案されたが，UAWの強い反発により実現しなかった。
９０年代に入ると，全社的な大規模なコスト削減計画の一環として，部品事業の合理化と外注が推
進されたが，これは UAWの反発とかなり多数のローカルレベルでのストライキをまねいた。スト
ライキ件数は９４年から９８年までの間に１７にも達し，なかでもワゴナー会長兼 CEOが登場し，生産
性向上と外注の権利拡大を求めて強硬路線をとった９８年６月にはフリントの２つの部品工場で
「GM史上最も高コストについたストライキ」が発生した。３０）ここでは会社側のアウトソーシング要
求に加え，ワークルールの弾力化（JITシステムの導入による職務区分数の削減），２００人規模の雇
用削減という要求に対し，合計約９０００人以上が参加するストライキが起きた。これによる部品不足
で６月央には GMの北米２９組立工場のうち２７が閉鎖され，約２０万人の労働者がレイオフされた。
さらに GMの子会社が保有する１１７のサプライヤー工場が閉鎖ないし，生産縮小に追い込まれた。
こうして GMは７月央の仲裁による解決までの５４日間に合計２０～４０億ドルもの損失を出した。３１）結
局，当時の好況期にストライキのさらなる長期化を避けたいという会社の意向が強く働き，組合が
部品外注化をある程度まで承認し，当該工場での生産性引き上げ（１５％）に協力する見返りに，会
社はワークルールの大幅な変更を求めず，１億８０００万ドルを当該部品工場（スタンピング工場）に
新規投資を行ない，削減されるはずの人員を維持したばかりでなく，他の工場のジョブバンク要員
の利用や新規採用により雇用を増加すらさせた。人員削減という方途はかなり制約されたのである。
社内部品事業の整理再編という経営側にとっての大きな懸案事項は，９０年代末における部品生産
部門の分離独立によって一応の解決を見た。この点では，GMとフォードの政策は一致していた。
GMのケースのみ概略すれば，まず，１９９４年に自社内の部品事業を新たに作られた自動車部品グ
ループ（Automotive Components Group）へ再編し，これを翌年にはデルファイ自動車システムズ
（Delphi Automotive Systems）へと社名変更した。そして９９年５月には，GM外の広範囲な顧客へ
３０）Eric de Gier, Paradise Lost Revisited : GM and the UAW in Historical Perspective, Cornell University ILR
School, Visiting Fellow Working Papers,９―１―２０１０.
http : //digitalcommons.ilr.cornell.edu/cgi/viewcontent.cgi?article=１０２９&context=intlvf
３１）クライスラーでもアウトソーシング問題で９７年にミシガンのエンジン工場で２９日のストライキが起き，約
９万台の生産を失った。Katz, MacDuffie, Frits（２００２）p.７５ここでは，ビッグスリーの高価な雇用保障プロ
グラムも雇用保障問題を完全には解決できない，と指摘されている。
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の販売ならびに UAWに対するバーゲニング能力の改善を目的に，公式にこれを分離独立した。国
内外に１６０の工場と GMの３分の１，約６万人の労働者を擁する巨大企業が誕生することになった。
以後，デルファイは独立の部品会社として，きわめて競争的な市場で事業を展開してゆくことを要
請された。他方，UAWは分離独立そのものには反対せず，これによるデルファイ労働者の労働条
件の悪化を防ぐ条件闘争を行った。すなわち分離に先立って UAWは GMとの間で，分離独立後
もデルファイが年金と医療給付を支払えなくなったときには GMが負担すること，また，GMは
デルファイが不要となった過剰人員を再雇用し，デルファイ製の部品を買い続けることを認めさせ
られた。さらに分離独立の公式条件として，UAWは GM・UAWの全国協約と同じ条件をデルフ
ァイ労働者にも適用することを合意させた。これにより，デルファイ労働者と GM労働者とは同
じ賃金と給付がしばらくの間は保障された。分離独立によって大幅なコストダウンを図ろうとした
GMの狙いは，当初からかなりの程度まで封じられたのであった。
分離後にデルファイと UAW（組合員４万５０００人）との間で結ばれた９９年協約は，GMと UAW
（組合員１４万人）との協約とは別個に締結されたが，内容はほぼ同一のものであった。また，分離
時に UAWが獲得した有利な条件も再確認された。すなわち，２０００年１月１日（当初の９９年１０月１
日から延長して）までにデルファイ労働者がリタイヤーする場合には（９９年中に退職予定の７０００人
が対象），GM労働者と同水準の企業年金と医療給付が保障され，また，現在のデルファイ労働者
は GMの部品部門で雇用機会が発生した時には優先的に復帰できた。そして分離前に GMに雇用
されていたデルファイの UAW組合員に対し，GMは SUBを４年間，年金，退職後の医療給付と
グループ生保を８年間保障する義務を負った。これらはデルファイ労働者の期待を越える成果であ
り，組合は部品部門と完成車部門との同一待遇に成功したのである。３２）このように部品事業の分離
は GMにとっては，短期的なメリットは小さかったが，長期でみれば，組立部門とは異なる処遇
を行いうる可能性を確保した。それがいかなる成果につながるかは，これ以後の労使関係の力関係
にかかることになった。３３）
部品事業が分離された後の９９年協約では，GMは従来より広い範囲をカバーする工場閉鎖モラト
リアムに合意した。すなわちそれは，協約期間中にいかなる工場・事業単位の閉鎖，その一部ある
いはすべての売却，分離や統合などどのような形の処分をも行わないことを約するものであった。
これが合意されたのは，９０年代末の好況に加え，９９年の交渉のパターンセッターとなったダイムラ
ー・クライスラー社が，当時，フル操業で大幅なオーバータイム状態にあったためであった。３４）し
３２）加えて，UAWは GM，デルファイから組織化に対する新たな中立条項を獲得し，デルファイは未組織工場
におけるカードチェックの結果を甘受することを約束した。また，GMはサプライヤーの工場における団交
に反対しないことを表明した。
３３）付言すれば，フォード系の部品会社であったヴィステオン Visteonの分離独立もほぼ同様の経過をたどっ
た。ヴィステオンは９７年９月に社内の分社として誕生した後，００年４月にフォードから正式に分離独立した。
その際，ヴィステオンの労働者（２．３５万人）はデルファイよりもよい条件を獲得した。２０００年の分離のルー
ルを定めた９９年協約で，現在のフォード・ビステオン労働者は「終身雇用」，すなわち，分社化された後も，
永久にフォードの従業員とみなされ，賃金も給付も変わらず，かつフォードに戻る権利を与えられた。また，
新規の採用者は８年間にわたってフォードの全国協約と等しい内容が適用された。労使関係は長期にわたっ
て GMより良好だったため，この新協約が合意されるまでは公式に分離しないことが約された。なお，デル
ファイは２００５年に連邦破産法第１１章を申請し，０９年にようやく再建手続きを完了した。また，ヴィステオン
も０９年５月にチャプターイレブンを申請，こちらは約１年半で再建手続きを完了した。
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かしこの協約は ITバブル崩壊後のリセッション期には，ビッグスリーの雇用調整や設備調整に関
する自由度を奪うものと認識され，その改廃が次の２００３年の協約改訂交渉の主要な争点の一つとす
らなったのである。３５）
 外注規制
８０年代半ばまで，経営側は部品製造のアウトソーシングについてほぼ完全な裁量権を持っていた。
８４年協約では，これを前提に，影響を受ける労働者はジョブバンク行きとなることを組合が承認し
たことはすでにふれたとおりである。しかし，GMが部品外注の姿勢を強めるにつれ，UAWもま
た工場閉鎖モラトリアムを越えて，部品のアウトソーシングそのものの規制に乗り出した。
まず，外注決定の事前通告など組合に対する情報提供の改善が求められた。８４年協約では，２５人
以上の労働者の雇用に影響を及ぼす外注の決定については，その理由と外注する作業内容，労働者
への影響などを合わせ６０日以前に組合に通告することとが協定された。以後，その要件は厳しくな
り，影響を受ける労働者数の規定はなくなり，事前通告の期限も９０日前（８７年）から１２０日前（９０
年），１５０日前（９３年）へと延長された。さらに８７年協約では，外注の定義を拡大し GMカナダへ
の作業の移転もこれに加えること，会社は外注の決定にあたって「長期の雇用」と「関連する施設
への影響」を十分に検討することを約束させられた。また，ローカルおよび全国の JOBS委員会は
外注のガイドラインを協議し，これにかかわる紛争がローカルレベルで解決しなければ，全国レベ
ルの委員会に上訴できることも定められた。
組合へ提供される情報についても，９０年協約ではコストをはじめアウトソーシング決定の際の「キ
イデータ」に及ぶことが合意された。それは同時に，組合側に外注への対応策を検討する可能性を
与えた。すなわち，アウトソーシングの対象となったローカルが当該作業を外部と競争的に行える
ことが示せれば，会社は外注を取りやめることに合意したのである。組合員の知識を最初期の計画
段階から活用できるシステムが整ったと UAWは自賛した。
組合はさらに進んで，過去に外注化された作業を社内に取り戻す（内製化する）ことと取り組ん
だ。８７年には，内製化の可能性をローカルの JOBS委員会などを通じ労使合同で評価する枠組みが
合意され，９０年には，アウトソーシングした場合以上のコスト低減の可能性をローカルが実証した
にもかかわらず，社内に戻されない仕事についても苦情処置と仲裁に訴える権限が組合に認められ
た。９６年協約では，GMは UAWと協力して同社工場内でより多くの部品を製造し，より多くの組
合員の雇用を創出するための方法を検討すると約束した。最終的には，会社が外注の可能性につい
て評価を始める段階で組合にコスト計算まで含めた十分な情報を提供し，これに対して，仕事を社
内に維持するための競争的な計画をローカルレベルにおいて労使共同で開発する。そして，実際に
このような手続きがとられた後ではじめて，GMは非 UAW企業と契約することができるという成
果まで組合は勝ち取った。３６）
３４）Katz, MacDuffie, Pil（２００２）, p.２６.
３５）もしこの条項が廃止されれば，フォード社は全米で４工場の閉鎖，２万人規模での雇用調整に踏み切ると
観測された。みずほ総合研究所『みずほ欧米リサーチ』２００３年８月４日号（No．１８）
３６）UAW, Solidarity, Dec,９６．ヨーキッチ UAW会長によれば，GMは外部の下請会社が製造した全部品につい
て下請契約終了日，年次生産レベル，その他の詳細を含め，年４回 UAWに情報提供することになったとい
う。
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しかし，外注化の阻止と内製化の促進は組合にとって両刃の剣であった。組合が要求を勝ち取る
ためには，部品製造に関する工場レベルでのワークルールの柔軟化と生産性上昇に基づくコストダ
ウンを担保しなければならなかったからである。こうして GM内部の部品工場で結ばれたローカ
ル協定は，経営側の意向に沿った作業慣行の再編につながる場合が多かったが，反面，それによっ
て組合が雇用維持に成功する可能性も開けたのである。
最終的には，新製品開発と部品調達に関して組合との協議の場が設けられ，これらの決定に際し
て組合の見解を反映させる枠組みが作られた。９０年協約がその本格的な出発点となった。調達先決
定のガイドラインを労使共同で開発し，組合の見解を新製品開発や製品改良に利用するため，定期
的に情報交換の会合を持つことが合意された。UAWはこの年の協約の概要報告において，「GM
が調達先決定のアプローチを根本的に変えた」と評価し，新たな協約では部品調達問題は本文から
は独立し，詳しく定義された（Appendix L）。部品・素材の調達先は新製品（新車・エンジン・ト
ランスミッションなど）の開発段階で決まるから，組合が調達先の決定に関与するためには，製品
開発の初期段階から関与することが必要になる。９３年協約では，６人のフルタイムの組合の代表者
が将来の製品計画の最初の段階から関与し，全社のソーシングの決定をモニターすることと決めら
れた。９９年協約では会社が新製品の開発・製品の設計変更などを開始することを組合に通告し，会
社によって指名された専門家が，開発の初期段階に車両，エンジン，トランスミッション等につい
て，計画の目的，工程表，販売目標，組立・スタンピング能力を含む包括的な開発情報を UAWに
提供することが合意された。組合はソーシングの決定により早期から，より深く関与するようにな
ったと評価している。このように，少なくとも協約の文言上では，新製品開発という経営の最も重
要な意思決定のひとつに関して組合の関与が認められた。しかし，その運用の実態については情報
が得られないので，ここでは以上の紹介にとどめる。
（３）小括
以上の雇用保障と工場閉鎖モラトリアム・外注規制策が労使合意のもとで実施されるなかで，
GMの工場労働者数にはどのような変化が生じたであろうか。結論から言えば，この約２０年間にそ
の数は大幅に減少した。自動車産業の有力なシンクタンクのひとつである CAR（Center for Auto-
motive Research）の調査によれば，１９８５年から２００２年の間に，GMの時間給労働者数は４５万人余
から１８万人へと実に２７万人，年平均５％以上の割合で減少し，当初の半分以下へと激減した（第２
―２表）。CARの結論通り，全国およびローカル交渉を通じて，ある種の雇用フロアを維持しよう
とした組合の努力はすべて失敗に帰したと言える。３７）それは９０年代以降，労使が合意した協約期間
中に５％という要員削減目標を上回るものですらあった。しかし他面で組合は，雇用調整の対象と
なった労働者の所得保障には大きな成果を収めた。
時間給労働者数が大幅に減少した原因としては，デルファイの分離や国内外のサプライヤー，ア
センブラーへの外注の進展も無視できないが，主として，労働者の高齢化を背景とする退職者の増
加に求められる。３８）正確な数値は入手できなかったが，アメリカの人口動態を反映して，自動車産
３７）Center for Automotive Research（２００４）, p.２６
３８）Block（２００６）, p.９でも，根拠は示されていないが，雇用の減少の理由は主としてリタイヤーなど自然減に
由来し，技術変化ではないと結論付けている。
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業労働者に占めるベビーブーマーの割合は高かった。この結果，６０年代末から７０年代初頭に採用さ
れた多くの労働者は９０年代末から２０００年代初頭には勤続３０年以上に達し，退職資格を得た。すでに
そうとうの退職者を記録した後の統計なので必ずしも適切ではないが，２００１年１月１日の時点で見
ると，工場単位で３０年以上のセニョリティを持つ労働者の割合は全体の２３％，２０～３０年のセニョリ
ティを持つ労働者は４９％，セニョリティ１０年未満は全体のわずか９％にとどまった。また，２００２年
春の時点では，GM工場労働者の平均年齢は４９歳と全米製造業で最高であったのみならず，平均の
セニョリティ年限は２３年と GM社の歴史のなかでも最長の記録に達した。ちなみに，フォード，
クライスラーの工場労働者の平均年齢は同じ４４歳，平均勤続年数も１６～１７年と GMより低かった
が，これは両社がレーバーコスト面で GMに対して優位にあったことから，１９９２～２０００年に自然
減をほぼ１：１の割合で補てんする大量の新規採用を行った結果であった。３９）
セニョリティルールが労働条件の多くを律する自動車工場では，一般には，高いセニョリティを
もつ労働者は仕事の割り当て，配転そしてオーバータイム労働や休暇の選択などで数々の優遇を受
けるから，退職資格を有したあとでも簡単には辞めないというのが通例であった。そこで，GMは
リタイヤーを促進するため，次節でふれるように，年金を増額し，バイアウトなど早期退職優遇策
を整備した。その一方，販売不振による生産調整や大量の工場閉鎖により GM全体で常に多数の
３９）Center for Automotive Research（２００４）, pp.２１―２７, Katz, MacDuffie and Pil（２００２）, pp.２４～２５
第２―２表 GMの時間給労働者の減少
アワリー数＊ 新規採用者＊＊ GMの内訳＊＊＊
千人 人 GM デルファイ
１９８５ ４５７ ３２，６１７ ― ―
１９８６ ４４２ ８，０２３ ― ―
１９８７ ４２１ １２５ ― ―
１９８８ ３９４ １２２ ― ―
１９８９ ３７７ ３１０ ― ―
１９９０ ３５８ ２７５ ― ―
１９９１ ３２４ ４６５ ― ―
１９９２ ３０８ １９１ ― ―
１９９３ ２８１ ２６１ ― ―
１９９４ ２６６ ２６１ ― ―
１９９５ ２６３ ４，４６６ ― ―
１９９６ ２５０ １，１９７ ― ―
１９９７ ２３７ ２，８８７ ― ―
１９９８ ２２０ １，２３８ １５６．６ ４５．６
１９９９ ２０８ ６９３ １４８．７ ４０．３
２０００ １９６ ２，８０２ １４１．３ ３７．８
２００１ １８８ ７２４ １３４．５ ３４．１
２００２ １８２ ３７５ １２８．３ ３０．８
２００３ ― ― １２２．３ ２８．８
＊デルファイを含む
＊＊正規雇用（UAW組合員）
＊＊各年末の数字
（資料）CAR（２００４）, Meanings of２００３ UAW-Automotive Pattern Agreement , pp.２５―２７
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レイオフ労働者を抱えていたため，新規労働者の採用はごく少数にとどまった。第２―２表によれ
ばその数は１９８５年から０２年の間，合計で５万７０００人にとどまり，しかも大量採用が行われた８５，８６
年を除くと１万７０００人，年平均１０００人程度に過ぎなかった。９０年代半ば以降に新規採用がやや増え
たのは，レイオフ労働者の整理が進み，新規採用規定が強化されたことと関連しているのであろう。
この結果，工場労働者数は激減したのである。
高セニョリティ労働者の退職が多かったいま一つ理由としては，この期間（１９８５～２０００年）に GM
は大量の工場を閉鎖し，１０万人以上の労働者を他の工場にトランスファーしたという事情があげら
れる。新たな工場に配転された労働者は今までの工場レベルで蓄えたセニョリティを失い，（会社
レベルのセニョリティは長くとも）新工場ではゼロからスタートすることになるケースが多かった。
したがって彼らは工場のなかでは最悪の仕事に割り当てられるなど，セニョリティに伴う特権をほ
ぼすべて失った。このため，リタイヤーが多くなったのである。４０）
大量の自然減を通ずる人員削減によって GMの労働生産性（１台あたりの製造に要する全労働
時間）は大きく上昇した。とくに９７年以降の雇用減少は販売や生産の減少率を上回り，２００２年に至
る期間に生産性は年平均５％余りも改善，９７年にはビッグスリー最低であった GMの労働生産性
は０２年には最高へと躍進した。
しかし，これは GMの財務に大きな負担を課した。レイオフや工場閉鎖，ジョブバンクへの編
入などを通じて現役労働者数を減らしたとしても，彼らは給与表にそのまま残ったから，GMの労
務コストは大して減らないことになった。そこで多様な退職促進策がとられ，年金や退職者への医
療給付が大幅に増加されたが，これは巨大なコストを将来に繰り延べ，いわゆるレガシーコスト問
題を発生させることにつながった。９０年代末までに現役労働者は１８万人に減ったが，反面，退職者
は４０万人に増え，生産性引き上げと SUV販売増の利益は退職者向けに消えたと言われたほどであ
った。４１）しかも，このような高齢者の退職増加にもかかわらず，２０００年代初頭の GM労働者の高齢
化率は他社より高く，以後の１０年間にさらに大量の退職者が見込まれた。２１世紀入ると，レガシー
コスト問題はいっそう悪化することが予測されたのであった。
（未完）
（本稿は，平成２４年度専修大学社会科学研究所グループ研究助成 A「グローバル化時代の国際経済の諸
問題」による成果の一部である）
４０）Center for Automotive Research（２００４）, p.２７
４１）ローウェンスタイン（２００９），８３頁
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